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第１節　 過去勤務債務の償却に関する経営者行動と会計方針選択行
動に対する問題意識
　日本公認会計士協会（2005a）によると，過去勤務債務の償却年数は，上限
が平均残存勤務期間という一定の条件が付されているだけであり，その条件内
であれば経営者が自由裁量のもとで選択できる。つまり，会計基準がその設定
に対して上限年数を規定しただけで，それ以外の一定の指針を規定している会
計方針でもない。このため，過去勤務債務の償却年数の選択は，裁量の介入の
余地が大きい会計方針ということができる。
　また，過去勤務債務の償却年数は，公認会計士協会（2002）によって⑴，正
当な理由のない限り変更が認められていない。このため，退職給付制度改定を
初めて行ったときにおける過去勤務債務の償却年数の選択は，次期以降に影響
を及ぼす非常に重要な会計方針である。
　なお，過去勤務債務の発生原因は退職給付制度の改定であり，制度改定前後
の退職給付債務の差額が，過去勤務債務の発生額となる。ここで，制度改定は，
経営者の意図により，企業年金基金における増大した積立不足に対処すべく給
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付水準を減額する目的で行われているケースがほとんどである。つまり，将来，
当該償却額が利益となる過去勤務債務が発生するケースがほとんどである。ま
た，経営者は人事政策・給与政策の一環として退職給付制度を改定するとして
も，企業の財政状態および経営成績に与える影響を考慮した上で制度改定を行
うという側面も大きいのである。いわば，経営者は，退職給付制度自体の操作
によって，報告利益の管理行動を行っているのである。
　以上から，本稿では，第一に，第３節第１項で特定する分析対象企業（サン
プル企業）を対象として，給付水準の減額という退職給付制度改定を行った企
業と，行わなかった企業の財務的特性の違いを分析し，その制度改定行動の特
徴を示唆することを目的とする。
　第二に，過去勤務債務の償却に関する会計方針選択行動を裁量的選択行動と
して位置付けた上で，まず，第４節で特定する分析対象企業（サンプル企業）
が選択した償却年数の実態を示す。次に，日本企業の償却年数の選択行動の実
態を踏まえて，日本企業による過去勤務債務の償却年数の選択行動を，報告利
益の管理行動および貸借対照表アプローチの視点から分析し，その選択行動の
特徴を示唆することを目的とする。
　なお，年金資産の運用状況が悪い時期にあったため，一般的に給付減額を目
的とした制度改定が行われていた反面，非常に少ないケースであるが，損失と
なる過去勤務債務が発生した企業も存在する。しかし，その企業数（サンプル
数）が僅少であることから，本稿の分析は，利益となる過去勤務債務が生じて
いる企業を対象とする。
第２節　先行研究のレビュー
　第一に，退職給付制度の改定を行った企業と，行わなかった企業の財務的特
性の違いを分析した先行研究は，著者の知る限り，存在しない。なお，退職給
付会計の会計的要因や財務的要因が，退職給付制度の改定に与えた影響に関す
323退職給付会計の過去勤務債務の償却に関する経営者行動と会計方針選択行動
623
る先行研究は，著者の知る限り，以下だけである。
　まず，米国企業を対象としたものは，Stone（1991），Haw et al.（1991），
Petersen（2004），および，D’Souza et al.（2004）である。
　Stone（1991）は，負債の減少や配当維持を目的として，業績の悪い企業ほど，
確定拠出企業年金制度を採用する傾向が高いことを確認した。同様に，
Petersen（2004）も，業績の悪い企業ほど，確定拠出企業年金制度を採用する
傾向が高いことを確認した。
　Haw et al.（1991）は，収益性の低い企業ほど，また，債務契約における財
務制限条項に抵触する可能性のある企業ほど，退職給付制度を終了させ，米国
基準 SFAS88（Financial Accounting Standards Board 1985b）に基づく制度
終了益を計上する傾向が高いことを確認した。
　D’Souza et al.（2004）は，退職給付費用の高い企業ほど，確定給付企業年
金制度からキャッシュ・バランス・プランへの制度移行を行う傾向が高いこと
を確認した。
　次に，日本企業を対象としたものは，吉田（2007），吉田（2009），上野
（2007a），および，上野（2008: 179-200）である。
　吉田（2007）は，電機機器産業と商業（卸売小売業）が確定給付企業年金制
度を導入している企業数の最も多いため，この２つの業種を分析対象として，
積立不足が多い企業ほど，また，業績の悪い企業ほど（代理変数：総資産経常
利益率），確定拠出企業年金制度やキャッシュ・バランス・プランを採用して
いることを確認した。
　吉田（2009）は，退職給付債務や負債が多い企業ほど，また，キャッシュフ
ローの変動が大きい企業ほど，確定給付企業年金制度やキャッシュ・バラン
ス・プランを採用していることを確認した。さらに，業績の良くない企業（代
理変数：総資産経常利益率，または，営業キャッシュフロー／総資産）ほど，
また，積立不足が多い企業ほど，確定拠出企業年金制度やキャッシュ・バラン
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ス・プランを採用するインセンティブが強いが，確定拠出企業年金制度につい
ては制度移行時の積立不足を補填しなければならないことから，業績の良い企
業ほど，また，積立不足が少ない企業ほど採用していることを確認した。
　上野（2007a）および上野（2008: 179-200）は，退職給付費用が多額である
ほど，また，未認識数理計算上の差異が多額であるほど，厚生年金基金の代行
返上する傾向が高いことを確認した。
　第二に，過去勤務債務の償却年数選択のインセンティブに関する先行研究
は，著者の知る限り，澤田（2012）だけである。退職給付債務を減額した企業
をサンプルとして，そのサンプル企業による過去勤務債務の償却年数の選択行
動は，目標利益を達成するために裁量的に行われていることを確認した。
　最後に，「会計上の過去勤務債務」ではなく，「企業年金制度上の過去勤務債
務」の償却に関する先行研究は，著者の知る限り，Zmijewski and Hagerman
（1981）だけが存在する。ここで，「企業年金制度上の過去勤務債務」とは，い
わば，企業年金基金に生じた積立不足であり，企業が将来の期間にわたって追
加の特別掛金を支払うことで補填する必要がある。つまり，当該先行研究は，
この過去勤務債務（past service pension cost）の償却年数（特別掛金の払込
年数）の選択行動を分析している。この当時，米国では SFAS87（Financial 
Accounting Standards Board 1985a）が導入されていなかったため，掛金支払
額がそのまま費用として計上されることになる。具体的に，Zmijewski and 
Hagerman（1981）は，報告利益の管理行動の視点から，過去勤務債務の償却
年数の分析を行っており，報告利益を高く計上したい企業は長い償却年数を選
択し，また，逆も真なり，という仮定を設定し検定している。しかし，この仮
説を支持する結果は得られなかった。この分析結果は，過去勤務債務の償却年
数は，退職給付制度の規制，人事政策，および，将来キャッシュフロー政策な
どの影響を受けるため，報告利益の管理行動のみによっては決定されないこと
を示唆していると考えられる。
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　なお，乙政・音川（2004）は，研究開発投資の多い企業は，未認識退職給付
債務残高が多いことを確認している。ただし，その未認識退職給付債務に過去
勤務債務が占める割合，および，その選択された償却年数には言及していない。
第３節　退職給付制度の改定
　本節では，退職給付制度の改定に関する分析を行う。具体的には，退職給付
制度の改定を行った企業と，行わなかった企業との間で，その財務的特性の違
いを分析する。
第１項　分析対象とするサンプル企業の特定
　本稿では，退職給付会計基準の導入が経営者行動と会計方針選択行動に与え
た影響を分析する視点から，サンプル期間を，退職給付会計の適用初年度，適
用２年目，適用３年目および適用４年目とする。これらの各適用年度は，決算
日がそれぞれ2001年３月31日～2002年３月30日，2002年３月31日～2003年３月
30日，2003年３月31日～2004年３月30日，および，2004年３月31日～2005年３
月30日の決算日を指す。
　下記のデータは，日本経済新聞社による情報提供サービスである NEEDS-
Financial QUEST から入手したものである。なお，損益計算書上の報告利益
の細区分の問題から，銀行・証券・保険を除く一般事業会社を分析対象のサン
プル企業とする。
　また，本稿での分析期間（適用初年度～適用４年目）において，複数年度で
過去勤務債務が発生している企業が存在する。つまり，退職給付制度の改定を，
分析期間において複数回行った企業である。ここで，過去勤務債務の償却年数
は原則として変更できないため，初めて過去勤務債務が発生した年度に，償却
年数が選択されることになる。このため，本稿では，初めて過去勤務債務が発
生した年度における企業を分析対象とする。
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　日本基準における過去勤務債務の償却に関する会計方針選択行動を分析対象
としていることから SEC（U.S. Securities and Exchange Commission）基準適
用企業を除外し，そして，非常に少ないケースであるが損失となる過去勤務債
務が発生している企業を除外した。
【図表１：サンプル企業】
 （単位：社）　　　　　　
適用初年度 適用２年目 適用３年目 適用４年目
データ収録企業数 1,678 1,769 1,899 1,952
除外
SEC 基準適用会社 7 8 10 9
損失となる過去勤務債務発生 38 15 9 6
過年度に過去勤務債務発生 ─ 194 225 162 全社合計
差引；サンプル数 1,633 1,552 1,655 1,775 6,615
過去勤務債務未発生
（制度未変更）企業
1,329 1,165 1,380 1,557 5,431
過去勤務債務初発生
（制度初変更）企業数
304 387 275 218 1,184
第２項　仮説の設定
　本稿では，退職給付制度の給付水準を減額し，利益となる過去勤務債務が生
じている企業を分析対象としていることから，以下の仮説を設定し検定する。
　仮説１： 『多額の退職給付債務（－年金資産）が発生している企業は，退職
給付制度の改定を行う。』
　仮説２：『利益の少ない企業は，退職給付制度の改定を行う。』
　なお，適用初年度のサンプル企業のみ，以下の仮説を追加し検定する。
　仮説１’： 『多額の会計基準変更時差異が発生した企業は，退職給付制度の改
定を行う。』
　また，奥村（2005）で示されたように，規模の大きな企業は注目されやすい
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ため，積立不足に対処するために制度改定を行う傾向にあると考えられる。し
たがって，以下の仮説を追加する。
　仮説３：『規模の大きい企業は，退職給付制度の改定を行う。』
第３項　リサーチ・デザイン
　まず，仮説１については，「退職給付債務（－年金資産）／総資産」および「退
職給付債務（－年金資産）／負債」の２つの財務指標を用いて，サンプル企業
全社について，制度改定を行った企業と行わなかった企業との間に，統計的に
有意な差があるか否かを検定する。また，仮説１’ については，「会計基準変更
時差異発生額／総資産」および「会計基準変更時差異発生額／負債」の２つの
財務指標を用いて，適用初年度のサンプル企業について，制度改定を行った企
業と行わなかった企業との間に，統計的に有意な差があるか否かを検定する。
つまり，退職給付債務（－年金資産）および会計基準変更時差異発生額は貸借
対照表項目（ストック項目）であるため，その発生額の相対的な大小は，企業
の貸借対照表項目によって測定するのが妥当である。このため，退職給付債務
（－年金資産）および会計基準変更時差異発生額を，総資産もしくは負債でデ
フレートした２つの財務指標を採用することが妥当である。
　次に，仮説２については，「税金等調整前当期純利益／退職給付債務（－年
金資産）」の財務指標を用いて，サンプル企業全社について，両者の間に統計
的に有意な差があるか否かを検定する。つまり，税金等調整前当期純利益の相
対的な大小は，退職給付債務（－年金資産）によって測定するのが妥当である。
このため，退職給付債務（－年金資産）でデフレートした財務指標を採用する
ことが妥当である。
　最後に，仮説３については，奥村（2005）と同様に，企業規模の代理変数を
売上高とみなし，サンプル企業全社について，売上高の自然対数が両者の間に
統計的に有意な差があるか否かを検定する。つまり，売上高は企業の活動規模
328 早稲田商学第 446号
628
を反映するため，企業規模の代理変数となり得る。「規模の大きな企業は注目
されやすいため」という，仮説３を設定するための前提条件を考えると，対外
的な企業活動規模を示す売上高を財務指標として採用することは妥当である。
第４項　仮説の検定
　まず，仮説１に関する財務指標の諸統計数値は，以下の【図表２】および【図
表３】の通りである。
【図表２：退職給付債務（－年金資産）／総資産の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 0.0613 0.0399 0.0437
中央値 0.0520 0.0224 0.0287
第１四分位 0.0338 0.0131 0.0177
第３四分位 0.0842 0.0538 0.0564
標準偏差 0.0416 0.0421 0.0429
分散 0.0017 0.0018 0.0018
歪度 1.1809 2.4562 2.2808
尖度 1.5021 9.8664 8.6785
【図表３：退職給付債務（－年金資産）／負債の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 0.1007 0.0610 0.0681
中央値 0.0921 0.0398 0.0411
第１四分位 0.0489 0.0172 0.0211
第３四分位 0.1546 0.0817 0.0956
標準偏差 0.0858 0.0768 0.0778
分散 0.0074 0.0059 0.0061
歪度 2.3117 1.7998 1.8244
尖度 10.5612 4.7392 5.6183
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　以上から，制度改定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，上記
２つの財務指標の平均値および中央値が大きい。つまり，多額の退職給付債務
（－年金資産）が発生した企業の方が，制度改定のインセンティブが強いこと
を反映した結果であると考えられる。
　したがって，平均値の差に有意性があるか否かを検定する。母平均の差の検
定を行う前に，母分散の比の検定：F 値（片側検定）を行う。
【図表４：母分散の比の検定】
退職給付債務（－年金資産）／総資産 退職給付債務（－年金資産）／負債
F 値 1.1401 1.3026**
　**５％水準で有意
　このため，「退職給付債務（－年金資産）／総資産」については等分散性の
仮定をおくことができるが，「退職給付債務（－年金資産）／負債」について
は等分散性の仮定をおくことができない。したがって，母平均の差の検定を行
うにあたって，「退職給付債務（－年金資産）／総資産」については t 検定（片
側検定）を行い，「退職給付債務（－年金資産）／負債」についてはウェルチ
の t 検定（片側検定）を行う。
【図表５：母平均の差の検定】
退職給付債務（－年金資産）／総資産 退職給付債務（－年金資産）／負債
t 値 5.9881*** 6.1208***
　***１％で有意
　さらに，中央値の差に有意性があるか否かを検定するため， 2検定（片側検
定）を行う。
【図表６：中央値の差の検定】
退職給付債務（－年金資産）／総資産 退職給付債務（－年金資産）／負債
 2値 12.8922*** 13.2108***
　***１％で有意
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　以上の結果から，２つの財務指標の平均値および中央値については，制度改
定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，有意に大きいという結論
が導かれた。したがって，仮説１は支持される。
　なお，以下の【図表７】～【図表10】に示すように，負債比率の平均値およ
び中央値についても同様の検定を行ったが，制度改定を行った企業と行わな
かった企業の間には，10％水準でも有意ではなかった。すなわち，負債全体の
大きさではなく，退職給付債務（－年金資産）の発生額の大きさによって，企
業は制度改定を行うインセンティブが左右される結果が導かれたと考えられる。
【図表７：負債比率の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 0.6021 0.5887 0.5911
中央値 0.5808 0.6023 0.6001
第１四分位 0.4201 0.4314 0.4227
第３四分位 0.7153 0.7339 0.7315
標準偏差 0.1876 0.2264 0.2133
分散 0.0352 0.0513 0.0455
歪度 -0.1655 -0.2402 -0.2424
尖度 -0.1798 -0.6367 -0.6037
【図表８：母分散の比の検定】
負債比率
F 値 1.4330**
　　　　　　　　*５％で有意
　このため，等分散性の仮定をおくことができない。したがって，ウェルチの
t 検定（片側検定）を行う。
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【図表９：母平均の差の検定】
負債比率
t 値 0.4502
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
【図表10：中央値の差の検定】
負債比率
 2値 1.1392
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
　次に，仮説１’に関する財務指標の諸統計数値は，以下の【図表11】および【図
表12】の通りである。
【図表11：会計基準変更時差異発生額／総資産の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業
（適用初年度）
平均 0.0551 0.0309 0.0354
中央値 0.0498 0.0171 0.0210
第１四分位 0.0280 0.0021 0.0058
第３四分位 0.0793 0.0422 0.0514
標準偏差 0.0423 0.0456 0.0448
分散 0.0018 0.0021 0.0020
歪度 1.2119 2.5687 2.4109
尖度 1.5006 9.9234 8.8671
【図表12：会計基準変更時差異発生額／負債の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業
（適用初年度）
平均 0.1023 0.0522 0.0615
中央値 0.0965 0.0309 0.0338
第１四分位 0.0592 0.0058 0.0079
第３四分位 0.1568 0.0734 0.0819
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標準偏差 0.0938 0.0809 0.0788
分散 0.0088 0.0065 0.0062
歪度 2.3457 1.8233 1.9210
尖度 10.6719 4.8871 5.7818
　以上から，制度改定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，上記
２つの財務指標の平均値および中央値が大きい。つまり，多額の会計基準変更
時差異発生額が発生した企業の方が，制度改定のインセンティブが強いことを
反映した結果であると考えられる。
　したがって，平均値の差に有意性があるか否かを検定する。母平均の差の検
定を行う前に，母分散の比の検定：F 値（片側検定）を行う。
【図表13：母分散の比の検定】
会計基準変更時差異発生額／総資産 会計基準変更時差異発生額／負債
F 値 1.1218 1.2981**
　**５％水準で有意
　このため，「会計基準変更時差異発生額／総資産」については等分散性の仮
定をおくことができるが，「会計基準変更時差異発生額／負債」については等
分散性の仮定をおくことができない。したがって，母平均の差の検定を行うに
あたって，「会計基準変更時差異発生額／総資産」についてはt検定（片側検定）
を行い，「会計基準変更時差異発生額／負債」についてはウェルチの t 検定（片
側検定）を行う。
【図表14：母平均の差の検定】
会計基準変更時差異発生額／総資産 会計基準変更時差異発生額／負債
t 値 5.8823*** 6.0982***
　***１％で有意
　さらに，中央値の差に有意性があるか否かを検定するため， 2検定（片側検
定）を行う。
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【図表15：中央値の差の検定】
会計基準変更時差異発生額／総資産 会計基準変更時差異発生額／負債
 2値 10.2253*** 11.7812***
　***１％で有意
　以上の結果から，２つの財務指標の平均値および中央値については，制度改
定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，有意に大きいという結論
が導かれた。したがって，仮説１’ は支持される。
　なお，以下の【図表16】～【図表19】に示すように，負債比率の平均値およ
び中央値についても同様の検定を行ったが，制度改定を行った企業と行わな
かった企業の間には，10％水準でも有意ではなかった。すなわち，負債全体の
大きさではなく，会計基準変更時差異発生額の発生額の大きさによって，企業
は制度改定を行うインセンティブが左右される結果が導かれたと考えられる。
【図表16：負債比率の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 0.6102 0.5987 0.6008
中央値 0.5987 0.6238 0.6216
第１四分位 0.3912 0.4511 0.4324
第３四分位 0.7623 0.7701 0.7659
標準偏差 0.1798 0.2125 0.2099
分散 0.0323 0.0452 0.0441
歪度 -0.1571 -0.2425 -0.2504
尖度 -0.1633 -0.6208 -0.5980
【図表17：母分散の比の検定】
負債比率
F 値 1.4401**
　　　　　　　　*５％で有意
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　このため，等分散性の仮定をおくことができない。したがって，母平均の差
の検定を行うにあたって，ウェルチの t 検定（片側検定）を行う。
【図表18：母平均の差の検定】
負債比率
t 値 0.4609
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
【図表19：中央値の差の検定】
負債比率
 2値 1.7539
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
　次に，仮説２に関する財務指標の諸統計数値は，以下の【図表20】の通りで
ある。
【図表20：税金等調整前当期純利益／退職給付債務（－年金資産）の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 -1.8372 -1.9722 -1.9480
中央値 -1.5217 -0.9971 -1.3372
第１四分位 -0.7333 -0.5829 -0.6288
第３四分位 -1.9957 -2.0151 -2.0011
標準偏差 6.2810 31.0087 28.2281
分散 39.4510 961.5395 796.8256
歪度 5.7052 -9.6431 -7.8412
尖度 65.2287 61.6755 68.3397
　以上から，制度改定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，上記
の財務指標の平均値および中央値が大きい。つまり，当該利益の多い企業の方
が，制度改定を行うインセンティブが強いことを反映した結果であると考えら
れる。
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　したがって，平均値の差に有意性があるか否かを検定する。母平均の差の検
定を行う前に，母分散の比の検定：F 値（片側検定）を行う。
【図表21：母分散の比の検定】
税金等調整前当期純利益
／退職給付債務（－年金資産）
F 値 32.7762**
　　　　　　　　**５％水準で有意
　このため，等分散性の仮定をおくことができない。したがって，母平均の差
の検定を行うにあたって，ウェルチの t 検定（片側検定）を行う。
【図表22：母平均の差の検定】
税金等調整前当期純利益
／退職給付債務（－年金資産）
t 値 0.3901
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
　さらに，中央値の差に有意性があるか否かを検定するため， 2検定（片側検
定）を行う。
【図表23：中央値の差の検定】
税金等調整前当期純利益
／退職給付債務（－年金資産）
 2値 0.9957
　　　　　　　　10％水準でも有意ではない。
　以上の結果から，当該財務指標の平均値および中央値については，制度改定
を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，有意に大きいという結論は
導かれなかった。したがって，仮説２は棄却される。
　最後に，仮説３に関する財務指標の諸統計数値は，以下の【図表24】の通り
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である。
【図表24：売上高の自然対数の比較】
制度改定を行った企業
制度改定を
行わなかった企業
サンプル企業全社
平均 12.0698 10.7098 10.9532
中央値 11.7987 10.3681 10.8166
第１四分位 10.3623 9.7122 9.9357
第３四分位 13.1124 11.7421 12.1089
標準偏差 1.3712 1.3631 1.3885
分散 1.8802 1.8580 1.9279
歪度 0.0801 0.7211 0.6109
尖度 -0.6762 0.7899 0.4703
　以上から，制度改定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，売上
高の自然対数の平均値および中央値が大きい。つまり，規模の大きい企業の方
が，制度改定を行うインセンティブが強いことを反映した結果であると考えら
れる。
　したがって，平均値の差に有意性があるか否かを検定する。母平均の差の検
定を行う前に，母分散の比の検定：F 値（片側検定）を行う。
【図表25：母分散の比の検定】
売上高の自然対数
F 値 1.0522
　　　　　　　　５％水準で有意ではない。
　このため，等分散性の仮定をおくことができる。したがって，母平均の差の
検定を行うにあたって，t 検定（片側検定）を行う。
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【図表26：母平均の差の検定】
売上高の自然対数
t 値 4.6083***
　　　　　　　　***１％で有意
　さらに，中央値の差に有意性があるか否かを検定するため， 2検定（片側検
定）を行う。
【図表27：中央値の差の検定】
売上高の自然対数
 2値 9.2174***
　　　　　　　　***１％で有意
　以上の結果から，売上高の自然対数の平均値および中央値については，制度
改定を行った企業の方が，行わなかった企業に比べて，有意に大きいという結
論が導かれた。したがって，仮説３は支持される。
　本節では，退職給付制度の改定に関する分析を行った結果，制度改定を行っ
た企業と，行わなかった企業との間で，仮説２を除いて，その財務的特性の違
いが確認された。仮説１（および仮説１’）と仮説２の結果を比較すると，経
営者が給付減額を行う大きな目的は，退職給付費用を軽減することよりも，退
職給付債務を減額することであると考えられる。なお，この分析結果の解釈は，
第４節以降の分析結果も踏まえて，第８節において行う。
　そして，退職給付制度の改定を終えてから，経営者は，第４節以降の分析対
象である，過去勤務債務の償却年数を選択する意思決定を行うのである。
第４節　過去勤務債務の償却年数
第１項　分析対象とするサンプル企業の特定
　以下の【図表28】のデータは，【図表１】から，連結対象会社間で選択して
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いる償却年数が異なっている場合等（償却年数に幅あり）を除外して特定した
サンプル企業である。
　【図表１】は，初めて過去勤務債務が発生した年度における企業を分析対象
としている。償却年数の変更は原則認められないため，初めて発生する過去勤
務債務の償却年数を選択することは，今後発生する過去勤務債務の償却年数も
選択することを意味する。このため，本節の分析において，初めて過去勤務債
務が発生した年度における企業を分析対象とする。
【図表28：サンプル企業】
 （単位：社）
適用初年度 適用２年目 適用３年目 適用４年目
過去勤務債務初発生企業数【図表９－１】 304 387 275 218
除外
償却年数に幅あり 37 121 86 91
分析対象企業数 267 266 189 127
第２項　過去勤務債務の償却年数の選択実態
　本項では，過去勤務債務の償却年数の選択行動を分析する前提として，以下
の【図表29】～【図表32】に，サンプル企業の償却年数の選択実態を示す。
【図表29：過去勤務債務の償却年数の選択実態（適用初年度）】
償却年数 企業数 全体に占める割合
1 55 20.60％
2 4
3 14
4 2 ５年以内企業数
合計：122（45.69％）5 47 17.60％
6 1
7 2
8 0
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9 3 10年以内企業数
合計：205（76.78％）10 77 28.84％
11 2
12 8
13 8
14 5 15年以内企業数
合計：258（96.63％）15 30 11.24％
16 4
17 3
18 0
19 0
19.4 1
20 1
合計 267 100％
【図表30：過去勤務債務の償却年数の選択実態（適用２年目）】
償却年数 企業数 全体に占める割合
1 49 18.42％
2 3
3 7
4 1 ５年以内企業数
合計：110（41.35％）5 50 18.80％
6 4
7 5
8 2
9 1 10年以内企業数
合計：208（78.20％）10 86 32.33％
11 2
12 5
13 11
14 9 15年以内企業数
合計：255（95.86％）15 20 7.52％
15.5 1
16 4
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16.5 1
17 4
17.38 1
18 0
19 0
20 0
合計 266 100％
【図表31：過去勤務債務の償却年数の選択実態（適用３年目）】
償却年数 企業数 全体に占める割合
1 29 15.34％
2 1
3 8
4 2 ５年以内企業数
合計：75（39.68％）5 35 18.52％
6 2
7 3
8 2
9 0 10年以内企業数
合計：140（74.07％）10 58 30.69％
11 5
11.5 1
12 8
13 5
14 8 15年以内企業数
合計：186（98.41％）15 19 10.05％
15.5 1
16 2
17 1
18 0
19 0
20 0
合計 189 100％
341退職給付会計の過去勤務債務の償却に関する経営者行動と会計方針選択行動
641
【図表32：過去勤務債務の償却年数の選択実態（適用４年目）】
償却年数 企業数 全体に占める割合
1 0 0.00％
2 0
3 7
4 0 ５年以内企業数
合計：33（25.98％）5 26 20.47％
6 1
7 1
8 5
9 3 10年以内企業数
合計：92（72.44％）10 49 38.58％
11 3
12 5
13 6
14 7 15年以内企業数
合計：125（98.43％）15 12 9.45％
16 1
17 1
18 0
19 0
20 0
合計 127 100％
　労務行政研究所（2005: 48-50）に示されている調査結果より，ほとんどの企
業の平均残存勤務期間は，約10年～約20年程度の間に落ち着いている。した
がって，ほとんどの企業が，会計基準上，約10年～約20年程度の平均残存勤務
期間内の償却年数によって過去勤務債務を償却しなければならないことを考え
ると，サンプル企業は会計基準を遵守して償却年数を決定していると考えるこ
とができる。
　ただし，償却年数の上限が約10年～約20年程度の幅を持っていることを考え
れば，【図表29】を例にとると，サンプル企業全体の約77％を占める205社の償
342 早稲田商学第 446号
642
却年数が10年以内であり，さらに，サンプル企業全体の約97％を占める258社
の償却年数が15年以内である選択実態からは，早期償却の意向を持っている企
業が，全体の多くを占めているということである。また，【図表30】～【図表
32】も同様に早期償却の傾向を示している。
　これまでの本節の分析結果によると，平均残存勤務期間よりも短い償却年数
を選択している企業を早期償却企業と定義するならば，早期償却企業はサンプ
ル全体の大部分を占めることになる。このような日本企業の過去勤務債務の償
却年数選択行動を，横並び選択行動と定義する。
　また，会計基準変更時差異および数理計算上の差異とは異なり，過去勤務債
務は過年度損益修正項目ではないため⑵，一括償却（ないしは早期償却）する
ことが会計基準を遵守した会計方針選択行動とは考えることはできない。した
がって，日本企業の過去勤務債務の償却年数選択行動を，会計理論の遵守行動
と定義することはできないと考えられる。むしろ，一括償却が会計基準を遵守
したことにはならない過去勤務債務において，早期償却の傾向が高いのは特筆
すべきである。
第５節　 先行研究との整合性を考慮した償却年数選択のインセン
ティブ傾向の検証
　本節では，先行研究との整合性を分析する。
　奥村（2005）は，日本基準における日本企業の割引率選択のインセンティブ
を分析対象とした最初の先行研究である。下記のように，重回帰分析により割
引率選択傾向を実証し，結論を得たのである。
　従属変数：割引率に含まれる裁量部分
　　　　　　（＝企業の選択した割引率－サンプル企業全体の割引率の中央値）
　独立変数：
　　X1：未認識退職給付債務／期首総資産
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　　X2：負債比率（＝総負債／総資産）
　　X3：企業規模（＝売上高の自然対数）
　（結論）X1，X2または X3が高い企業ほど，より高い割引率を選択する。
　換言すると，X1，X2または X3が高い企業ほど，退職給付債務ないしは退職
給付費用を低く算定したいというインセンティブを有していることが示されて
いる。ならば，過去勤務債務の償却年数の選択の場合も，X1，X2または X3が
高い企業ほど，より短い償却年数を選択するという，先行研究と整合性が観察
されるのか否かが問題となる。
　大日方（1999）および Obinata（2000）は，SEC 基準を採用している日本企
業の割引率選択のインセンティブを分析対象とした最初の先行研究である。下
記のように，重回帰分析により割引率選択傾向を実証し，結論を得たのである。
　従属変数：割引率
　独立変数：
　　X2：負債比率（＝総負債／総資産）
　　X4：ROE（Return on Equity）
　　X5：国債の利回り
　（結論） X2が高い企業ほど，または，X4が低い企業ほど，より高い割引率を
選択する。また，X5が高いほど，企業はより高い割引率を選択する。
　換言すると，X2が高い企業ほど，または，X4が低い企業ほど，退職給付債
務ないしは退職給付費用を低く算定したいというインセンティブを有している
ことが示されている。ならば，過去勤務債務の償却年数の選択の場合も，X2
が高い企業ほど，または，X4が低い企業ほど，より短い償却年数を選択する
という，先行研究と整合性が観察されるのか否かが問題となる。
第１項　リサーチ・デザインおよび実証分析
　以上から，下記のモデルを推定することによって，当該命題を検証する。
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償却年数 i,t ＝ 0＋ 1,i,t X1,i,t ＋ 2,i,t X2,i,t ＋ 3,i,t X3,i,t ＋ 4,i,t X4,i,t ＋  i,t 【式１】
　ここで，添え字：i,t は，i 企業で t 期だということを示している。また，：
誤差項である。
　最初に，適用初年度の実証分析サンプル企業は，【図表28】に示した267社で
ある。
　本節のリサーチ・デザインでは，多重共線性の存在が問題となるので，まず，
各独立変数間の相関係数を求める。
【図表33：相関係数（適用初年度）】
相関係数 X1, 1 X2, 1 X3, 1 X4, 1
X1, 1 1
X2, 1 0.0474 1
X3, 1 0.0007 0.1575 1
X4, 1 0.0001 0.1478 0.1311 1
　したがって，多重共線性が問題になるような高い相関はみられないため，本
節のリサーチ・デザインにより，実証分析を行う。
【図表34：多重回帰分析結果（適用初年度）】
 1, 1  2, 1  3, 1  4, 1
期待符号 ─ ─ ─ ─
係数 6.1464 0.4185 0.1167 3.1060
T 値（p 値） ─ ─ ─ ─
自由度調整済み決定係数（Adjusted R-Squared）：0.0099
自由度調整済み決定係数が低い。
 1, 1：符号の正負が逆である。
 2, 1：符号の正負が逆である。
 3, 1：符号の正負が逆である。
 4, 1：符号の正負が逆である。
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　次に，適用２年目の実証分析のサンプル企業は，【図表28】に示した266社で
ある。
　本節のリサーチ・デザインでは，多重共線性の存在が問題となるので，まず，
各独立変数間の相関係数を求める。
【図表35：相関係数（適用２年目）】
相関係数 X1, 2 X2, 2 X3, 2 X4, 2
X1, 2 1
X2, 2 0.0729 1
X3, 2 0.0796 0.2232 1
X4, 2 0.0552 0.1980 0.1468 1
　したがって，多重共線性が問題になるような高い相関はみられないため，本
節のリサーチ・デザインにより，実証分析を行う。
【図表36：多重回帰分析結果（適用２年目）】
 1, 2  2, 2  3, 2  4, 2
期待符号 ─ ─ ─ ─
係数 -88.2938 -0.8247 0.6726 14.0769
T 値（p 値）
-3.7792
（0.0002） ***
-0.6072
（0.5442）
─ ─
自由度調整済み決定係数（Adjusted R-Squared）：0.0686
自由度調整済み決定係数が低い。
 1, 2：１％水準で有意である。
 2, 2：符号の正負は正しいが，10％水準でも有意ではない。
 3, 2：符号の正負が逆である。
 4, 2：符号の正負が逆である。
　そして，適用３年目のサンプル企業は，【図表28】に示した189社である。
　本節のリサーチ・デザインでは，多重共線性の存在が問題となるので，まず，
各独立変数間の相関係数を求める。
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【図表37：相関係数（適用３年目）】
相関係数 X1, 3 X2, 3 X3, 3 X4, 3
X1, 3 1
X2, 3 0.0073 1
X3, 3 0.0915 0.2370 1
X4, 3 0.0855 0.2178 0.1422 1
　したがって，多重共線性が問題になるような高い相関はみられないため，本
節のリサーチ・デザインにより，実証分析を行う。
【図表38：多重回帰分析結果（適用３年目）】
 1, 3  2, 3  3, 3  4, 3
期待符号 ─ ─ ─ ─
係数 -1.7132 0.1724 0.2516 6.1581
T 値（p 値）
-0.0702
（0.9441）
─ ─ ─
自由度調整済み決定係数（Adjusted R-Squared）：0.0110
自由度調整済み決定係数が低い。
 1, 3：符号の正負は正しいが，10％水準でも有意ではない。
 2, 3：符号の正負が逆である。
 3, 3：符号の正負が逆である。
 4, 3：符号の正負が逆である。
　最後に，適用４年目のサンプル企業は，【図表28】に示した127社である。
　本節のリサーチ・デザインでは，多重共線性の存在が問題となるので，まず，
各独立変数間の相関係数を求める。
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【図表39：相関係数（適用４年目）】
相関係数 X1, 4 X2, 4 X3, 4 X4, 4
X1, 4 1
X2, 4 -0.1209 1
X3, 4 -0.0149 0.2759 1
X4, 4 -0.0123 0.2569 0.1472 1
　したがって，多重共線性が問題になるような高い相関はみられないため，本
節のリサーチ・デザインにより，実証分析を行う。
【図表40：多重回帰分析結果（適用４年目）】
 1, 4  2, 4  3, 4  4, 4
期待符号 ─ ─ ─ ─
係数 -3.6798 1.2607 0.4610 11.4729
T 値（p 値）
-0.1846
（0.8539） 
─ ─ ─
自由度調整済み決定係数（Adjusted R-Squared）：0.0249
自由度調整済み決定係数が低い。
 1, 4：符号の正負は正しいが，10％水準でも有意ではない。
 2, 4：符号の正負が逆である。
 3, 4：符号の正負が逆である。
 4, 4：符号の正負が逆である。
　以上の結果から，過去勤務債務の償却年数の選択は，先行研究との整合性が
観察されないと考えられる。
　ただし，第３節の分析における仮説１を，本節の分析における X1および X2
の分析に当てはめて解釈すると，退職給付債務ないしは退職給付費用を低く算
定するために，給付水準を減額する制度改定を行うか否かというインセンティ
ブ傾向は，先行研究と整合していると考えられる。また，第３節の分析におけ
る仮説３を，本節の分析における X3の分析に当てはめると，規模の大きい企
業は注目されやすいので，給付水準を減額する制度改定を行うか否かというイ
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ンセンティブ傾向は，先行研究と整合していると考えられる。つまり，本節に
おける償却年数の選択行動の分析結果は先行研究と整合しないのに対して，第
３節における制度改定の分析結果は先行研究と整合すると考えられる。
第６節　報告利益の管理行動の視点からの実証分析
　本節では，過去勤務債務の償却年数の選択行動に関して，報告利益の管理行
動の視点からの分析を行う。なお，本節では報告利益の管理行動を，経営者は
より大きな報告利益を計上するインセンティブを有していると定義する⑶。
第１項　仮説の設定
　サンプル企業全社（849社）を分析対象として，以下の仮説を設定し検定する。
　仮説：『低い利益を計上している企業は，短い償却年数を選択する傾向にあ
る。また，逆も真なりである。』
　分析対象とする利益は，①営業利益，②経常利益，および，③税金等調整前
当期純利益とする。前述したように，過去勤務債務の償却額は，常に営業損益
に計上されることから，①～③の利益が影響を受けることになる。経営者は過
去勤務債務の償却額計上前の利益の大小によって，報告利益の管理行動に関す
る意思決定を行うと考えられる。このため，過去勤務債務の償却額計上前の利
益を分析対象とする。そして，償却額計上前の利益の相対的な大小は，過去勤
務債務発生額によって測定するのが妥当である。このため，償却額計上前の利
益を過去勤務債務発生額でデフレートした財務指標を分析対象として採用する
ことが妥当である。このため，分析対象とする利益を，Z1’’：「過去勤務債務償
却額計上前営業利益／過去勤務債務発生額」，Z2’’：「過去勤務債務償却額計上
前経常利益／過去勤務債務発生額」，および，Z3’’：「過去勤務債務償却額計上
前税金等調整前当期純利益／過去勤務債務発生額」と定義する。
　なお，償却年数ではなく，償却費計上額について分析するアプローチも考え
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られる。しかし，償却費計上額＝過去勤務債務発生額／償却年数であるため，
償却年数と償却費計上額は，過去勤務債務発生額を介した１対１の写像であ
る。つまり，本節での分析は，償却年数を対象とすることと償却費計上額を対
象とすることは同義である。したがって，本稿の趣旨は償却年数の選択行動の
分析であるため，本節の分析では償却年数を対象とするアプローチを採用す
る⑷。
第２項　実証分析
　分析結果の特筆すべき事項は，以下の【図表41】～【図表44】が示すように，
償却年数と分析対象とする報告利益（Z1’’～ Z3’’）の相関係数が非常に低いこ
とである。
【図表41：償却年数と分析対象報告利益の相関係数（適用初年度）】
Z1’’ Z2’’ Z3’’
相関係数 0.0374 0.0809 0.0523
T 値（p 値）
0.6094
（0.5428）
1.3207
（0.1807）
0.8525
（0.3947）
全て10％水準でも有意ではない。
【図表42：償却年数と分析対象報告利益の相関係数（適用２年目）】
Z1’’ Z2’’ Z3’’
相関係数 -0.0181 -0.0371 -0.0647
T 値（p 値）
-0.2934
（0.7694）
-0.6038
（0.5465）
-1.0526
（0.2935）
全て期待と逆相関であり、10％水準でも有意ではない。
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【図表43：償却年数と分析対象報告利益の相関係数（適用３年目）】
Z1’’ Z2’’ Z3’’
相関係数 -0.0611 -0.0590 -0.0147
T 値（p 値）
-0.8368
（0.4038）
-0.8082
（0.4200）
-0.2011
（0.8409）
全て期待と逆相関であり、10％水準でも有意ではない。
【図表44：償却年数と分析対象報告利益の相関係数（適用４年目）】
Z1’’ Z2’’ Z3’’
相関係数 -0.0140 -0.0018 0.0125
T 値（p 値）
-0.1568
（0.8756）
-0.0197
（0.9843）
0.1394
（0.8894）
Z1’’ および Z2’’：期待と逆相関であり，10％水準でも有意ではない。
Z3’’：10％水準でも有意ではない。
　さらに，いくつかの相関係数は，符号が正であり仮説と整合していない。ま
た，いくつかの相関係数は，符号が正であり仮説と整合しているが，10％水準
で有意性が確認されなかったため，Z1’’～ Z3’’ と償却年数の相関関係は全く（も
しくは，ほとんど）ないということになる。
　以上から，本節の仮設を棄却する。すなわち，サンプル企業全社を対象とし
た償却年数の選択行動において，本節における報告利益の管理行動の視点か
ら，低い利益を計上している企業は，短い償却年数を選択する傾向にあること
は観察されないと結論付ける。
第７節　償却年数選択に関する貸借対照表アプローチ
　本節では，過去勤務債務の償却年数の選択行動に関して，貸借対照表アプ
ローチの視点からの分析を行う。なお，本節では貸借対照表アプローチを，経
営者は負債をより小さく計上するインセンティブを有していると定義する。
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第１項　仮説の設定および実証分析
　貸借対照表アプローチの視点からの分析を行うためには，過去勤務債務発生
額の相対的な大小を考慮する必要があり，過去勤務債務発生額をデフレートし
た財務指標を分析対象として採用することが妥当である。このため，総資産お
よび負債によって過去勤務債務発生額をデフレートした２つの財務指標を分析
対象とする。したがって，分析対象とする財務指標を，K1’’：「過去勤務債務発
生額／総資産」および，K2’’：「過去勤務債務発生額／負債」と定義する。
　本節では，以下の仮説を設定し検定する。
　仮説：『過去勤務債務発生額が大きい企業は，短い償却年数を選択する傾向
にある。また，逆も真なりである。』
　そして，サンプル企業全社を対象とした分析結果の特筆すべき事項は，以下
の【図表45】～【図表48】が示すように，償却年数と分析対象とする財務指標
（K1’’ および K2’’）の相関係数が低いことである。
【図表45：償却年数と分析対象財務指標の相関係数（適用初年度）】
K1’’ K2’’
相関係数 -0.1371 -0.0998
T 値（p 値）
-0.5021
（0.6475）
-0.4978
（0.6892）
全て10％水準でも有意ではない。
【図表46：償却年数と分析対象財務指標の相関係数（適用２年目）】
K1’’ K2’’
相関係数 -0.0811 -0.1201
T 値（p 値）
-0.5185
（0.6295）
-0.5224
（0.6201）
全て10％水準でも有意ではない。
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【図表47：償却年数と分析対象財務指標の相関係数（適用３年目）】
K1’’ K2’’
相関係数 -0.1070 -0.0844
T 値（p 値）
-0.3662
（0.7103）
-0.5098
（0.6312）
全て10％水準でも有意ではない。
【図表48：償却年数と分析対象財務指標の相関係数（適用４年目）】
K1’’ K2’’
相関係数 -0.1002 -0.0823
T 値（p 値）
-0.4132
（0.6872）
-0.4413
（0.6652）
全て10％水準でも有意ではない。
　さらに，全ての相関係数は，符号が正であり仮説と整合しているが，10％水
準で有意性が確認されなかったため，K1’’ および K2’’ と償却年数の相関関係は
全く（もしくは，ほとんど）ないということになる。
　以上から，サンプル企業全社を分析対象にした場合は，貸借対照表アプロー
チの視点からは償却年数の選択行動を行っていない可能性があるという結果が
得られた。
第８節　結論
　本稿では，過去勤務債務の償却年数に関する会計方針選択行動が裁量的選択
行動であることを示唆した。そして，サンプル企業の償却年数の選択行動の実
態を踏まえて，横並び選択行動の可能性を示した。
　しかし，本稿の分析結果で明確になったことは，経営者は，過去勤務債務の
償却年数の選択よりも，顕在化した退職給付債務に対処するため，退職給付制
度を給付減額するか否かの意思決定を重視しているということである。それ
は，償却年数の選択行動に関する仮説を棄却した第４節以下の分析結果に対し
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て，制度改定に関する仮説を支持した第３節の分析結果によって担保されると
考えられる。
　また，経営者が，制度改定の意思決定をより重視していることを示唆する根
拠として，過去勤務債務を一括償却する傾向が大きいことが挙げられる。そも
そも，制度改定は，退職給付引当金を減額することが目的であるため，その効
果を会計上明確に現わすためには，過去勤務債務を一括償却（ないしは早期償
却）する必要がある。このため，日本企業の償却年数の選択実態として，過去
勤務債務の一括償却の傾向が高いと考えられる。このように考えると，経営者
は過去勤務債務の償却年数を，報告利益の管理行動でもなく，また，貸借対照
表アプローチでもなく，すなわち，制度改定の目的に付随した形で選択してい
ると考えられる。
　しかし，本論文には幾つかの限界が存在する。実物経済が経営者行動と会計
方針選択行動に与える影響も考えられるため，実物経済が与える影響をできる
だけ除去するリサーチ・デザインを構築し，財務的特性の違いが主として経営
者行動と会計方針選択行動に影響を与えたのか，検証すべきである。これらの
追加検証は，今後の課題としたい。
注⑴　過去勤務債務の償却年数に関して，正当な理由のない限りその変更が認めらない旨の規定は，
会計基準や実務指針等には明記がなく，審理情報に明記されていた。
⑵　企業会計審議会（1998）によると，「過去勤務債務の発生要因である給付水準の改定が従業員
の勤労意欲が将来にわたって向上するとの期待のもとに行われる面がある」ため，過去勤務債務
を一括償却するのではなく，将来にわたって償却することが合理的である旨の記載がある。ただ
し，この複数年償却の根拠は，給付水準を増額した制度改定によって生じる，損失となる過去勤
務債務に対してのみ成立するものである。つまり，給付水準を減額した制度改定によって生じる，
（本稿の分析対象とした）利益となる過去勤務債務には成立しないのである。
⑶　過去勤務債務の発生初年度の報告利益を基準として償却年数の選択の分析を行っているが，過
年度からの損益傾向や次年度以降の損益見込みによっても，償却年数の選択が影響を受ける可能
性がある。
⑷　償却年数ではなく償却費計上額を対象として，本稿における分析も行ってみたが，当然に，本
稿と同様の分析結果が得られた。
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